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略語 意味

CAPEX 資本的支出

C12H26 ケロシン

CH3OH メタノール

CCUS 二酸化炭素回収・有効利用・貯留

CO2 二酸化炭素

DAC 直接空気回収

EU 欧州連合

EJ エクサジュール（1018ジュールに相当）

FAO 国連食糧農業機関

FOGS 脂肪、油、グリース

GHG 温室効果ガス

GtCO2 CO2換算1ギガトン（10億トン）

GW ギガワット（109ワットに相当）

HEFA 水素化処理エステル・脂肪酸

HFO 重質燃料油

H2 水素

HyPE Hydrogen Pathway Explorer

ICCT 国際クリーン輸送協議会

IEA 国際エネルギー機関

IMO 国際海事機関

IPCC 気候変動に関する政府間パネル

IRENA 国際再生可能エネルギー機関

ITF 国際交通フォーラム

kt キロトン

kW キロワット

略語 意味

L-DAC 液体直接空気回収

MJ メガジュール

MSW 都市固形廃棄物

MtCO2 CO2換算100万トン

MtH2eq 水素相当量100万トン

MWh メガワット時

NH3 アンモニア

NZE ネットゼロエミッション

OECD 経済協力開発機構

OPEX 運用費用

RTKeq 有償トンキロ換算

S-DAC 固体直接空気回収

SAF 持続可能な航空燃料

t.km トンキロ

TRL 技術成熟度

TWh テラワット時（1012ワット時に相当）

US 米国

WTO 世界貿易機関

用語集
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エグゼクティブサマリー
2050年までに温室効果ガス（GHG）排出量実質ゼロを達成するには、
現在の化石燃料中心のモデルから、効率的で再生可能性の高い電化
されたエネルギーシステムに、社会を根本的に変える必要がある。

クリーン水素により、製鋼や化学といったGHG削減が難しい分野での
電化を補完することができる。しかし、空運や海運の脱炭素化には、水
素や電気よりもエネルギー密度の高い低炭素燃料（バイオ燃料や合成
燃料など）が必要である。

バイオ燃料は、既存の燃焼エンジンや燃料インフラにドロップイン燃料
として手軽に使用することができ、短期的な排出量の大幅削減を可能
にする。しかし、持続可能なバイオマス製造のために限られた原料を
求めて激しい競争がセクター横断的に起こることにより、バイオ燃料の
大規模導入が妨げられることが予想される。したがって、長期的には、
アンモニア、e-メタノール、e-ケロシンなどの合成燃料が低炭素燃料
の主要な供給源になると予想される。

デロイト グローバルの予測において、データに基づくモデルベースの
定量分析を活用して、空運と海運における脱炭素化の重要な転換要素
としての合成燃料の普及可能性について探求した。この見通しによる
と、空運の二酸化炭素（CO2）排出量は2030年まで変化しないが、
2050年までに約75%削減される。海運については、2050年までに
ほぼネットゼロとなり、95%の排出量削減を達成する。このような排
出量削減は、主に効率化対策と低炭素燃料（特に合成燃料）を取り込
むことによって推進される。合成燃料は、現在の混合燃料にはほとん
ど含まれておらず、2030年には消費される26エクサジュール（EJ）の
うち1.6EJを供給するに過ぎないことから、わずかな役割しか果たさな
いだろう。そのような状況ではあるが、デロイトの見通しでは、合成燃
料は2050年までに空運と海運の主要なエネルギー源となり、燃料消
費量のうち16EJ近くを占めるようになる。

このような水準の合成燃料供給を達成するには、約1億5,000万トン
の持続可能な水素と7億トンのカーボンニュートラルなCO2が必要で
ある。クリーン水素セクターはまだ初期段階にあり、CO2回収技術の
開発もまだ大規模に行われていないため、これは産業的にも技術的
にも大きな課題となっている。

さらに、水素製造、燃料合成、直接空気回収を合わせると、2050年ま
でに最大1万テラワット時（TWh）のクリーン電力供給が必要であり、
これは2023年における世界の発電量の3分の1に相当する。この量
は、現在世界で製造されている再生可能エネルギーの発電量を超えて
おり、再生可能エネルギー発電容量は、これまでの進歩をはるかに超
える、大幅な拡大が必要である。

合成燃料は空運と海運の脱炭素化の鍵を握っているが、まだ導入の初
期段階にあり、規制の枠組みがほとんど存在せず、化石燃料に比べて
コストが著しく高い。本来国際的な空運・海運セクターにおいて必要
な合成燃料を開発するためには、世界的に調和のとれた規制の枠組
みが極めて重要である。しかし、公的支援がなければ、低コストの
CO2原料の入手可能性が限られていること、プロセスに固有のエネル
ギー効率の低さ、クリーン水素をめぐるセクター間の競争により、合成
燃料は従来の化石燃料の2倍から10倍も高価なままとなるだろう。
合成燃料の供給を前述の水準にまで引き上げるには、2050年までに
年間平均約1,300億米ドルという多額の投資が必要となる。これは、
世界の化石燃料投資（2024年には1兆1,000億米ドル）に比べれば
ごく少額にすぎないが、空運と海運における燃料への総支出に匹敵す
る額である。この領域の経済競争力を高めるために重要かつ必要な方
策は、世界規模の貿易である。世界規模の貿易は、最もコストのかか
らない資源のある場所を、再生可能でカーボンニュートラルなCO2の
資源が限られている需要の中心地と結ぶことで、需要と供給の地理的
不均衡を緩和し、全体的な経済効率を高め、経済発展を促進すること
ができる。

合成燃料のコスト競争力は、空運と海運の脱炭素化における広範な
技術的課題の一部にすぎない。空運の脱炭素化ではインフラの大規模
な改造やエンジンの改造を必要としない一方、海運の脱炭素化ではe-
メタノールとアンモニアからなるマルチ燃料の未来が示唆されている。
これには、化石燃料からの移行中に既存のインフラを使用することと、
新しい燃料補給、エンジン技術、給油インフラを開発することの両方が
必要となる。したがって、脱炭素化に関係する技術的課題は、燃料供
給にとどまらない。

低炭素燃料：ネットゼロへのラストマイル  | 空と海の脱炭素化における合成燃料の役割

04



要約すると、空運・海運における化石燃料からの移行には、空運・
海運のバリューチェーンにおける各参加者による、以下のような協
調的かつ意欲的な取り組みが必要になるであろう。

 • 政策立案者は、開始条件、必要な規制の枠組み、継続的な推進
力を生み出すうえで極めて重要である。国別およびセクター別
の戦略を通じて可視性を高め、混合義務化などの方法を通じて
需要を創出し、低炭素燃料への経済的支援を提供することでサ
プライチェーン関係者の経済的ハードルを下げ、オフテイクを可
能にする必要がある。義務化と経済的支援を継続的に進化させ
ることが、長期的な移行を確実にする鍵になるであろう。

 • 国際組織は、共通のルールセットを確立することによって、協調
的な世界的移行を支援する役割を担う。国際組織は強固な認証
によってブックアンドクレーム方式を可能にすることで、合成燃
料の価値の創造、ひいては世界的な普及を支援することができ
る。また、統一した共通の定義により、カーボンリーケージや裁
定取引の回避を支援することができる。

 • 燃料供給者は、合成燃料の需要増に対応するため、初期投資と
上流の関係者とのパートナーシップにより、低コストで持続可能
なエネルギー原料、特にクリーン水素とカーボンニュートラルな
CO2を積極的に確保する必要があるであろう。合成燃料のバ
リューチェーンの構築段階では、バイオ燃料を混合することに
よって、技術の向上と必要なインフラの開発を支援することがで
きる。

 • 航空機製造業者および造船業者は、持続可能性のニーズに応え
るために、自社の提供内容を適応させる必要がある。つまり、航
空機のエンジンについては高混合率の合成燃料で動くようにし、
船舶については新しい燃料、特にアンモニアやe-メタノールに
対応できるようにするということである。さらに、研究開発に投
資することにより効率化対策を策定し、それを製造プロセスに統
合して、燃料コストとCO2排出量の両方を削減すべきである。

 • 空港および港湾当局は、必要な燃料補給インフラを整備し、継
続的な燃料供給を確保することによって、合成燃料を導入する
基盤を築くうえで重要な役割を果たしている。空港については特
定のインフラを新たに開発する必要はないが、港湾についてはマ
ルチ燃料に対応できるインフラにする必要がある。

 • 航空会社および海運会社は、上流から最終消費者までをつなぐ
移行の中心に位置している。持続可能な輸送や移動の選択肢を
宣伝することで、技術導入や低炭素燃料のオフテイクを開始し、
全てのサプライチェーン関係者の間で協調的な進展をもたらす
ことができる。自社の活動に運航効率化対策を導入すれば、短
期間で大幅なコスト削減と排出削減を直ちに実現することがで
きる。

世界をネットゼロの軌道に乗せ
る好機は急速に失われつつあり、
空運と海運はほとんど化石燃料
に依存したままである。これらの
セクターにおける化石燃料から
の移行は、非常に複雑ではある
ものの、的を絞った政策決定と
主要なサプライチェーン関係者
間の協調的行動によって達成す
ることが可能である。このような
協力関係により、クリーンで持続
可能な未来、すなわち、世界的な
脱炭素化を支援し、公正な移行を
促進し、公平な経済発展を促進す
る未来への道を開くことができる。
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1.  ネットゼロ達成には 
大量の低炭素燃料が 
必要である

地球温暖化を1.5°Cに抑えるためには、遅くとも
2050年までに温室効果ガス（GHG）の排出量を実質
ゼロにする必要がある1。

エネルギー消費と産業プロセスが世界のGHG排出量
の80%超を占めていることを考えると2、排出量を実
質ゼロにするにはエネルギーシステム全体の完全な脱
炭素化が必要になる。したがって、エネルギーシステム
の脱炭素化における基本的な要件は、現在の化石燃
料中心のモデルから、再生可能性の高い電化されたエ
ネルギーシステムへの移行である3。脱炭素化に関す
る既存の文献は、主要な技術的解決策として、電化、
大規模な再生可能エネルギー開発、エネルギー効率
の改善に重点を置いている4。

図1は、世界のエネルギー関連のCO2排出量と、主要
経済セクターの主な脱炭素化の選択肢を示したもの
である。建物や軽量道路輸送などの一部のセクターは、
脱炭素化をほぼ完全に電化に頼ることが可能だ。この
電力は、水力、風力、太陽光などの再生可能エネル
ギー源から全て得ることができる5。それに対して、製
鋼やセメント製造のような重工業は、少なくとも高温
加熱と工業原料の需要に対して、電化以上の解決策を
必要とする3、6。

また、特に空運・海運における重量輸送の用途のほ
とんどは、高いエネルギー密度を必要とするため、電
化が困難である6、7、8。

直接電化を補完する水素は、クリーン資源から製造さ
れた場合（低炭素電力や排出対策がなされた化石燃
料を用いた電気分解）、大幅な排出削減を実現するこ
とができる。例えば、主な製鋼における排出削減手段
として使用したり、他の分子（合成燃料や化学製品な
ど）を製造するための原料として、また熱や電気を製
造するためのエネルギー源として使用したりすること
ができる。
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クリーン水素は、バイオマスやバイオガスと並んで、重工業において重
要な脱炭素化の可能性を秘めている。また、大型道路輸送の脱炭素
化に貢献し、電化の限界を克服することができる。しかし、エネルギー
密度が低いため、ほとんどの機器が低容量の燃料貯蔵タンクに高いエ
ネルギー密度を必要とする航空燃料または船舶燃料としてはあまり適
していない。したがって、これらの大型輸送セクターの脱炭素化は、化
石燃料と同様の特性を持ちつつも、低炭素原料から製造される低炭素
燃料、すなわちバイオ燃料や合成燃料に依存することになる。

空運・海運共に、最も「CO2排出削減が難しい」セクターのうちの2
つであり、それぞれの年間排出量は約10億トンである（1年あたり
1GtCO2

11、12であり、世界のCO2排出量の約6%に相当する13）。
GHG排出の重要な発生源である空運・海運の脱炭素化は特に困難
だ。製鉄や化学などの一部の産業では、クリーンエネルギーが豊富な
地域に製造拠点を移し14、最終製品を輸入することで排出量を管理す
ることが可能である15。しかし、空運業や海運業では、航空機や船舶
が世界中を航行し、GHGを直接大気中に排出するという産業の性質
上、排出を他の場所に移すことはできない。したがって、他の産業にお
けるサプライチェーンの最適化とは異なり、空運・海運セクターは排
出に正面から取り組むべきである。そのためには、航空機や船舶の効
率性の向上、物流の最適化、そして最も重要なこととして、従来の化
石燃料をバイオ燃料や合成燃料などのよりクリーンな代替燃料に置き
換えることなど、多面的なアプローチが必要となる。

バイオディーゼル、バイオケロシン、バイオエタノールなどのバイオ燃
料は、植物バイオマス、農業残渣、さらには藻類などの有機物質に由
来する再生可能燃料である16。このような燃料の燃焼で放出される
CO2は、バイオマスの成長過程でバイオマスに吸収されるか、または
自然に排出されるはずだったものである17。燃料製造過程で他の排出
が発生しなければ、バイオ燃料はカーボンニュートラルとみなすことが
できる。このような閉鎖炭素循環は、大気中のCO2の純増加を軽減す
るのに役立ち、バイオ燃料は持続可能な代替燃料として魅力的な選択
肢になる。とはいえ、持続可能なバイオ燃料の利用可能性が限られて
いることから、特に空運・海運において、バイオ燃料を補完する他の
燃料の必要性が高まっている18。

合成燃料とは、水素を原料とする化学反応により製造される液体また
は気体の燃料を指す。使用される原料（水素を含む）とその製造のた
めのエネルギーが低炭素であれば、これらの燃料は従来の石油製品
のクリーンな代替品と考えることができ、輸送セクターにおけるCO2

排出量を削減できる可能性がある。合成燃料のうち、アンモニア、e-メ
タノール、e-ケロシンは、空運と海運における脱炭素化にとって最も
有望なソリューションであると広く考えられている19、20。アンモニアは、
ハーバー・ボッシュ反応によって水素と大気中の窒素から生成するこ
とができる（図2）21。e-メタノールとe-ケロシンは、それぞれメタノー
ル合成およびフィッシャー・トロプシュ反応によりCO2および水素から
合成される22。

図1. 主要経済セクターにおけるエネルギー燃焼による世界のCO2排出量と、各セクターで利用可能な脱炭素戦略

出所：デロイト3、国際エネルギー機関（IEA）9、Our World in Data10に基づくデロイトの分析
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アンモニアは炭素を含まない分子であるが、e-メタノールやe-ケロシ
ンなどの合成炭化水素の燃焼にはCO2排出が伴い、製造に使用され
たCO2が放出される。このCO2が生物起源である場合 23、またはDAC
（直接空気回収）などの化学的プロセスを用いて大気から直接回収さ
れる場合は、低炭素、さらにはカーボンニュートラルとみなすことがで
きる。そのような場合、燃料燃焼から生じるGHG排出量は、炭素循
環の一部として、回収されたCO2または生物起源CO2によって相殺さ
れる。

つまり、低炭素燃料（バイオ燃料や合成燃料など）は、その高いエネル
ギー密度によって電化と水素を補完し、最も削減が難しいセクターの
脱炭素化に不可欠なのである。

しかし、将来の低炭素燃料市場とその出現は、主要な技術的選択、燃
料とエンジンの組み合わせの選択肢、これらの燃料とその原料の調達
にまつわる不確実性をはらんでいる。このような燃料は輸送が比較的
容易であるため、将来のエネルギー取引の流れに大きな影響を与え
るとともに形を変える可能性があり、その全体の可能性を最大化する
ための供給ルートについて将来的な評価が必要であることは明らかで
ある。

本レポートでは、低炭素燃料に関するデロイトの見通しと、ネットゼロ
のシナリオにおける空運・海運の脱炭素化に向けた低炭素燃料の役
割を紹介する。

図2. 低炭素合成燃料製造経路の概要

CO2
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出所：デロイト6および国際交通フォーラム 19に基づくデロイトの分析

また、本レポートでは、データに基づくモデルベースのアプローチを活
用して、低炭素燃料を開発するための科学的なビジョンを提供してい
る。分析にはデロイトのHydrogen Pathway Explorer（付録1参照）
を利用しているが、これは学術的なピアレビューを通じて検証され、信
頼度の高い科学雑誌に掲載された、水素および低炭素燃料の新興市
場に関する技術経済モデルである24、25、26。デロイトのシナリオは、と
りわけ国際エネルギー機関 27および気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）1の長期的展望に基づいており、地球温暖化を1.5°Cに抑える
というパリ協定の目標と完全に整合している。このシナリオでは、効率
的な金融セクターに支えられた良好な地政学的環境を想定しており、
140を超える国々が自国に課したネットゼロ目標を達成するために断
固とした政策的対応がとられることを見込んでいる。

このような背景から、この見通しでは、低炭素燃料が普及し、カーボン
ニュートラルの達成に不可欠な要素となるためには何が必要か説明す
ることを目的としている。そのため、このシナリオは、官民セクターに
おける戦略的意思決定のための「北極星」の役割を果たす。また、低
炭素燃料市場の確立の進捗をモニタリングし、指導者が対処すべき規
制、経済、技術におけるギャップを特定することによっても、このシナリ
オを役立てることができる。ただし、このシナリオを最も可能性の高い
将来の結果とみなすべきではない。
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2.  ラストマイルの脱炭素化： 
海運と空運

空運と海運の脱炭素化には、類似した戦略と同一の
手段を使用することができる。

まず、需要の潜在的な増加を制限するためには、消費
者の行動変容 29とともに、GHG排出量の少ない輸送
手段を利用するモーダルシフトが必要である28。次に、
物流面と運航面での両方の効率改善、および技術的
（物理的）な効率改善により、燃料消費をさらに抑制す
ることができる。

効率改善と行動変容の両面での対策により、燃料の大
幅な節約が可能なため、炭素排出削減に貢献できる
クイックウィンと考えられている。しかし、CO2排出を
完全にゼロにすることはできないため、カーボンニュー
トラルを達成するためには、従来の化石燃料を低炭素
の代替燃料に置き換える必要がある。
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飛行機での移動はほとんどが旅客輸送であり、貨物は航空交通の約
20%を占めている30。これは有償トンキロ換算（RTKeq）で測定され
る31。空運セクターは経済成長と空運にかかる費用の低下に牽引され
て、近年急速に拡大している（2010年から2019年の間に旅客輸送
が約70%拡大、貨物輸送が40%拡大）30。モーダルシフトなどの行動
対策やエネルギー充足対策の実施により航空需要の増加を補えない
と予想されるため、この拡大傾向は続くと考えられる。総航空交通量
は2023年から2050年の間に2.5倍の増加および4%の年平均成長
率が予想されている32。これは主に、新興国を中心とした世界的な人
口増加と経済成長、およびビジネス、観光、国際協力による世界的な
相互関連性の増加によるものである。

技術開発と運航上の対策から得られる 
効率性
2022年の航空機の平均燃料消費量は12.1MJ/RTKeqであり、2000
年代初めの水準と比較してほぼ半減している33。これは主に、数十年
にわたる燃費改善の結果である（1960年から2019年まで平均年
1%）34。新しい航空機は既存のフリートよりも平均で約15%効率的で
あるため、短期的には、最新世代の航空機技術を段階的にフリートに
導入・統合することによって効率性が向上する35。新しい航空機設計
プロジェクトの数が少ないことを考慮すると、2030年半ばまでは、納
入される航空機の効率性について目に見える大きな変化はない可能
性が高い。したがって、デロイトの分析では、2022年から2035年ま
でに予想される効率改善率は、1年あたり1.1%という結果になった
（付録2参照）。

長期的には、航空力学（ブレンデッドウィングボディ、アクティブフロー
コントロールなど）、ジェットエンジン（オープンローター技術など）、
先進複合材料を利用した軽量化に関する現在の研究を科学的に進歩
させることで、次世代型航空機の効率を現在のものより30%向上させ
ることができる36。このような技術が徐々にフリートに統合されれば、
2035年から2050年にかけて、年率1.5%の技術効率改善が見込ま
れる。

これと並行して、ペイロードの最大化 37や航路の最適化 38などの運航
上の対策に関連した効率を改善することにより、2050年まで毎年さら
に0.45%の燃料消費量を削減できる（付録2参照）。これらを技術関
連の効率性向上と合わせると、この見通しにおける航空機の平均的な
効率性向上は、2022年から2035年にかけて年間1.6%、2035年以
降は年間2%近くになる可能性がある。したがって、2035年および
2050年の平均的な航空機の燃料消費量は、2022年の同等の航空機
と比較して、それぞれ18%減および39%減になると考えられる。

2.1 空運の脱炭素化

低炭素燃料の必要性
航空需要の拡大が燃料効率の向上を上回るため、燃料の脱炭素化が
進まない限り、空運によるGHG排出量は増加することになる。

化石由来ケロシンのジェット燃料は、現在、航空エネルギー需要のほ
ぼ全ての供給源であり、大量のGHG排出の原因となっている34。カー
ボンニュートラルの達成は化石燃料からの移行を意味するが 3、航空業
界も例外ではない。空運における実行可能な代替燃料の選択肢は2
つある。1つは、バッテリーや水素など、航空機の設計や推進技術の大
幅な変更を必要とする燃料の採用である。もう1つはドロップイン燃料
の使用に焦点を当てるものであり、従来の燃料をバイオ燃料または合
成代替燃料に置き換えることが必要となる。

水素とバッテリーを動力とする飛行機は、軽量で短距離の航空交通に
しか適合しないため、化石燃料に代わる範囲はごくわずかである39。そ
のため、空運セクターにおける化石燃料からの移行は、従来のケロシ
ンベースのジェット燃料と化学的にも物理的にも非常に類似した特性
を有する持続可能な航空燃料（SAF）の使用に主に依存している40。
この燃料については、既存のインフラおよびエンジンに注入することに
より、従来の燃料のドロップイン代替燃料として容易に使用することが
できる39。

低炭素航空燃料はまだ開発の初期段階にあり、デロイトの見通しでは、
2030年代に増加を始める。2030年には化石燃料は依然として混合
燃料の約90%（13.2EJ）を占めるが、2050年には約20%（3.7EJ）
に減少する。水素と電力の直接利用については、ほとんどの用途との
適合性に限りがあるため、地域が限定されており、2050年の最終的
な航空エネルギー消費量に占める割合はそれぞれ7%と3%にすぎな
い。SAFが航空エネルギー消費量に占める割合は、2040年には
43%、2050年には70%となり、空運における脱炭素化を実現する
鍵となる。様々な低炭素燃料の中で、バイオケロシンは最も早く開発
され、2030年よりも前に1.2EJを超える。しかし、その普及は投入さ
れるバイオマス原料の利用可能性により制限される（コラム1参照）。
そのため、2050年までにe-ケロシンが主要な供給源となり、2050
年には供給される航空燃料の6.8EJ（40%近く）を占めるようになる。
その結果、空運セクターの排出量は2030年まで変化はなく、2050
年には240MtCO2に減少すると予測されている。これは現在の排出
水準と比較して75%の減少に相当する（図3）41。

低炭素燃料：ネットゼロへのラストマイル  | 空と海の脱炭素化における合成燃料の役割

10



図3. 2022年から2050年までの空運におけるCO2排出量の推移と様々な排出削減策の影響
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出所：付録2記載の効率改善とセクション2.3記載のデロイトのネットゼロシナリオに基づくデロイトの分析

「空運では、主に2030年以降の
持続可能な航空燃料の普及によ
り、2023年から2050年の間に
排出量75%削減の達成が見込
まれている」
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コラム1：バイオ燃料の製造と可能性

バイオ燃料は化学的に従来の化石燃料と類似しており、既存の
ジェットエンジンや燃料インフラにドロップイン燃料として使用する
ことができる。そのため、バイオ燃料は道路運送、空運、海運を含
む運輸セクターの脱炭素化に大きく貢献することが見込まれる。バ
イオ燃料プロセスの中には、既にかなり成熟し、エネルギーシステ
ムに組み込まれているものもある42。2022年には、バイオ燃料供
給量は4.3EJに達し、運輸セクターのエネルギー消費量の3.5%を
占めている。現在の製造量（バイオディーゼルとバイオエタノール）
のほとんどは道路運送セクターを対象としているが、ネットゼロシ
ナリオでは、バイオ燃料の需要は2030年までに倍増し、空運や海
運などの他の運輸セグメントにも拡大するだろう27。

しかし、バイオ燃料の導入には下記のような課題があり、普及が制
限され、大型輸送セクターで脱炭素化を達成するために利用され
る低炭素燃料として唯一の選択肢となることが難しくなっている。

 • バイオ燃料製造は、原料を農業用途から転換させる可能性があ
り、食糧供給に支障をきたす恐れがある43、44。持続可能性を促
進するため、バイオ燃料の利用は、持続可能で食料セクターと競
合しない原料に限定すべきである。そのため多くの規制が食用油
や原料（サトウキビ、大豆、ヤシなど）からのバイオ燃料製造を
制限しており、コスト競争力のあるバイオ燃料供給の可能性を大
きく制限している。

 • 土地利用の変化（森林伐採など）や原料栽培のための追加的エ
ネルギー消費（使用される肥料など）、燃料合成は、バイオ燃料
の環境ライフサイクルアセスメントに大きな影響を与え、カーボ
ンニュートラルに適合するバイオ燃料の利用可能量を減少させる
可能性がある45、46。

バイオ燃料製造に使用される生物原料は主に以下の5つのカテゴ
リに分類できる。
 • エネルギー作物
 • 農業残渣
 • 農業廃棄物
 • 森林残留物
 • 都市固形廃棄物（MSW）

様々なバイオエネルギーを製造するための持続可能なバイオマス
のポテンシャルは、約300EJに達すると推定されている（下図参
照）。脂肪、油、グリース（FOGS）の入手は、利用可能性・回収
率が理由で制限される可能性がある。IRENAによると、使用済み
食用油の潜在量は世界全体で約0.8EJに達しているが、回収され
ているのはわずか0.2EJである45。また、利用可能であるにもかか
わらず、生物由来資源のMSWは半分しかないと推定されており、
原料の質を高めるためには高度な処理を行う必要がある46。した
がって、他のエネルギー利用との競争、食料セクター、回収の限界、
転換損失を考慮すると、運輸セクターでは約16EJのバイオ燃料が
利用可能と推定されるが（付録3参照）、これは IEAのネットゼロ
シナリオで2050年までに予測される運輸需要の20%を占めるに
すぎない。このため、バイオ燃料はGHG排出量を削減するうえで
かなり有望ではあるものの、運輸セクター、特に空運と海運の排
出削減を最大化するためには、合成燃料で補完する必要があるの
である。
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出所：付録3に詳述されている方法論に基づくデロイトの分析
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海運は世界規模の貿易において重要な役割を果たしており、世界の貨
物輸送量に占める割合は80%を超えている47。海運需要は経済成長
とグローバル化に牽引されて、2050年まで着実に成長することが見
込まれ、年間平均成長率は t.km単位で約2%になると予想されてい
る48。海運セクターには多種多様なユースケースとその基盤となるセ
グメントがあり、それぞれに独自の船舶設計要件と形態、航路特性、
脱炭素化の課題がある。しかし、排出量の約75%は、タンカー、ドラ
イバルク船、一般貨物船、コンテナ船による長距離貨物輸送に起因し
ている49。空運と同様に、海運の脱炭素化は、効率化対策、消費者側
の行動変容、よりクリーンなエネルギー源への切り替えに依存している。

技術開発と運航上の対策から得られる 
効率性
海運については、（物流の最適化により）運搬船1隻あたりの貨物量が
極めて多く、比較的低速であるため、他の貨物輸送と比較して輸送貨
物1t.kmあたりのエネルギー消費量が約0.1MJ/t.kmと非常に低く50、
効率性はトラック輸送の約10倍 51、空運の約100倍である33。しかし
ながら海運の効率化にはまだ改善の余地があり、国際海事機関は意
欲的な効率基準であるエネルギー効率設計指標を設定しており、
2025年以降に市場に投入される全ての新しい船舶については、2000
年から2010年の間に納入された船舶と比較して30%の効率向上が
求められている52。

エネルギー効率を改善する取り組みは、主に流体力学の最適化（船体
設計、空気潤滑など）と推進効率の改善（長期的にはエンジンの排熱
回収や風力補助推進など）に重点が置かれている。しかし、船舶の寿
命は30年超と長いため、稼働中のフリートにおける最新の技術改良
の導入は徐々に、ゆっくりと行われる。フリートの更新と新しい船舶の
追加により、2050年までに技術的効率が年間約0.7%改善される（付
録2参照）。

短期的には、海運のエネルギー効率改善の最大のポテンシャルは、運
航上の対策にある53。デジタル化と先進的なソフトウェア開発により、
ペイロード、航路設定、速度を最適化して全体的なエネルギー消費を
削減することが可能であるため、各船舶で最大38%の効率改善につ
ながっている54。技術的な効率化対策と運航効率化対策の両方をまと
めると、海運のエネルギー強度は2022年から2030年の間に13%
低下し、2050年には0.06MJ/t.kmを下回り、平均的なフリートの
効率性は現在の水準と比較して3分の1改善されると予想される。

2.2 海運の脱炭素化

低炭素燃料の必要性
空運と同様に、海運における技術的改善および運航上の改善により予
想される効率性向上については、需要の増加のほうが上回る可能性が
高い。したがって、このセクターにおける脱炭素化には、クリーンなエ
ネルギー源への移行が必要となる。一部の船舶に対しては電気と水素
で動力を供給することができるが、国際輸送に特有の長距離移動には、
エネルギー密度が高く、長期にわたって優れた貯蔵能力を有する液体
燃料が必要である。電化に適しているのは、フェリーや沿岸船など、港
で頻繁に充電できる小型船のみである。水素は、バッテリーと比較して
重量エネルギー密度が高いにもかかわらず体積エネルギー密度が低く、
液化した状態での貯蔵コストが高いため、長距離航海には実用的では
ない。
したがって、デロイトの見通しでは、2050年までに海運セクターのエ
ネルギー消費のうち、電力が0.4EJ（燃料混合の3%）、水素が1.3EJ
（10%）を占めると予測されている。液体バイオ燃料は、既存のエンジ
ンやインフラと互換性があり、海上での利用が実現可能な選択肢であ
る。2030年までには、バイオ燃料は主に化石燃料との混合により、海
運燃料供給の6%（0.6EJ）を占めるようになる。しかし、持続可能な
バイオマスをめぐるセクター横断的競争が激しく、大規模な導入には
限界がある（コラム1参照）。海運におけるバイオ燃料利用の拡大は
2030年以降鈍化し、2050年までに海運セクターの混合燃料に占め
る割合は13%（1.7EJ）になる。

海運セクターで燃料を脱炭素化するために最有力となる選択肢は、合
成液体燃料、特にe-メタノールとアンモニアである。この2つの合計
が2050年までに海運燃料消費の8.9EJ（混合燃料の70%）を占め、
600MtCO2を超える排出削減となる（図4）。アンモニアもe-メタノー
ルもドロップイン燃料ではないため、導入には新しい推進エンジンとと
もに専用インフラとサプライチェーンの開発が必要となる。したがって、
混合燃料に取り入れるには、長期的な計画と海運業エコシステム全体
にわたる協調的な投資が必要である。海運業界が最終的にアンモニア
とe-メタノールのどちらを優勢とするか、あるいはよりバランスのとれ
たマルチ燃料アプローチに落ち着くかは、まだ不明である（詳細な比
較についてはセクション3.1のコラム3を参照）。こうした不透明な環
境は、座礁資産への懸念からインフラ投資を抑制するリスクがある。
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図4. 2022年から2050年までの海運によるCO2排出量の推移と様々な排出削減策の影響
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出所：付録2記載の効率改善とデロイトのネットゼロシナリオに基づくデロイトの分析

「海運では2050年までにネットゼロをほぼ達成するが、こ
れは2040年までに海運の混合燃料に重要な割合を占める
ようになる合成燃料の効果によるところが大きい。2050年
にはアンモニアとe-メタノールだけで海運の混合燃料の
70%を占めるようになる」
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図5. 空運・海運セクターの低炭素燃料需要に関するデロイトの見通し

燃料の種類 燃料
空運での需要（EJ） 海運での需要（EJ）

2023年 2030年 2040年 2050年 2022年 2030年 2040年 2050年

バイオ燃料
船舶用バイオ燃料 - - - - 0.0 0.6 1.3 1.7

バイオケロシン 0.0 1.2 3.9 6.1 - - - -

合成燃料
アンモニア／e-メタノール - - - - 0.0 1.2 3.9 8.9

e-ケロシン 0.0 0.4 3.3 6.8 - - - -

化石燃料
ケロシン 13.1 13.2 9.1 3.7 - - - -

船舶用燃料油 - - - - 9.4 9.1 5.7 0.5

出所：セクション2.1および2.2で推計した空運と海運における需要の推移、付録2の効率性改善の予測、トップダウンの資源配分に基づく 
デロイトの分析

デロイトの見通しでは、空運のCO2排出量は2030年まで停滞し、主
に効率化対策（排出量30%削減）と低炭素燃料の利用（同65%削減）
により、2050年までに排出量の約75%が削減される見込みである。
これにより、このセクターの年間CO2排出量は2050年までに
220MtCO2に減少する。海運では2050年までにネットゼロをほぼ達
成し、その時点での残余排出量は約45MtCO2である。両セクターの
残余排出量は、全ての国が2050年までにネットゼロを達成するとい
う目標を持っているわけではないという事実に起因する。例えば、世
界最大のCO2排出国である中国と第3位のインドは、それぞれ2060
年と2070年までにネットゼロを達成することを目指している55。さら
に、ネットゼロの世界的かつセクター横断的な性質を考えると、両セク
ターの排出量を削減するのは最も困難であり、直接空気回収や炭素回
収・貯留を伴うバイオエネルギーなど、他セクターからのネガティブエ
ミッションで相殺する必要がある。

空運と海運の長期的な脱炭素化には合成燃料が不可欠だ。先進技術
と運航上の改善により効率を上げることで、燃料消費の拡大を遅らせ
ることはできるが、バイオ燃料のポテンシャルはこれらのセクターの燃
料需要の大部分をカバーするには不十分である。合成燃料は現在の
混合燃料にはほとんど用いられておらず、2030年に果たす役割はわ
ずかである（消費される26EJのうち1.6EJの供給）が、2050年までに
は空運・海運の主要なエネルギー源となり、燃料消費の16EJ近くを
占めるようになるであろう（図5）。このような水準の合成燃料製造に
は150Mtを超えるクリーン水素と700MtCO2近くのDAC由来CO2

または生物起源CO2が必要である。この点については、クリーン水素
セクターはまだ初期段階にあり、CO2回収技術もまだ産業規模では開
発されていないため、産業的にも技術的にも大きな課題となっている。

2.3  空運・海運の脱炭素化に関する 
デロイトの見通し

「デロイトのシナリオでは、空運・海運の需要増加を補う
バイオ燃料と効率化対策により、空運・海運によるCO2排
出は、2030年までに停滞する。合成燃料は現在、空運と
海運の混合燃料には用いられていないが、2050年には
60%近くを占め、脱炭素化を実現する重要な鍵となる」

15

低炭素燃料：ネットゼロへのラストマイル  | 空と海の脱炭素化における合成燃料の役割



低炭素燃料、特に合成燃料は、まだ市場の初期段階
にあり、規制の枠組みが存在しないか不安定な状態に
ある（図6参照）。国際機関によって複数のネットゼロ
目標が発表されているにもかかわらず56、世界レベル
で低炭素燃料の製造または使用に関して法的拘束力
のある目標は存在しない。しかし、各国レベルでは規
制を導入する国が増えている。

例えば、EUの規制では、船舶運航者には燃料の炭素
強度を基準値以下にすること、航空燃料については厳
格なSAF混合義務を遵守することが求められている57。

既存の規制の枠組みでパイロットプロジェクトが開始
されたが、市場は依然として大きな不確実性に直面し
ている。2024年1月の時点で、世界で発表された
230件の合成燃料製造プロジェクトのうち、最終的な
投資決定段階に達したのはわずか15%であった 58。

3.  合成燃料の脱炭素化の 
ポテンシャルを解き放つ
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図6. 海運・空運における脱炭素化の政策環境に関するグローバルマップ

欧州
•  ReFuelEU Aviation規制：SAF義務化と合成燃料のサブ目標
•  FuelEU Maritime規制：燃料の炭素強度に関する法的目標
•  英国とノルウェーはEUに準拠

日本
•  空運でのSAF義務化を間もなく 
実施の見込み

•  低排出燃料を含む、海運セクターに
関する国家計画（ただし義務化なし）

中国
•  SAF義務化の可能性あり
•  SAFによる飛行を対象とした重要な
試験的プロジェクトを発表

インド
•  SAF義務化の可能性あり

マレーシアおよび 
シンガポール
•  シンガポールではSAF 
義務化の可能性あり、 
マレーシアでは既に義務化

オーストラリア
•  ロードマップおよびイニシアチブに 

SAFを記載
•  「Maritime Emissions Reduction 

National Action Plan（海運の排出 
削減に関する国家行動計画）」を準備中

ブラジル
•  2027年までのSAF義務化実施を
予定

•  輸送用低排出燃料を含む
RenovaBio規制

米国
•  SAFの製造目標（SAFグランド 
チャレンジ）、製造と使用の支援
（IRA）、複数の州のクリーン燃料
にe-fuelが含まれる

•  クリーンシッピング法が審議中

カナダ
•  SAF混合に関する 
「意欲的」目標
•  ブリティッシュ 
コロンビア州の燃料規制に
SAFが含まれる

インドネシア
•  SAF義務化が間もなく
実施される見込み

出所：IEA Policy database59、国際交通フォーラム 60、世界貿易機関（WTO）61、および地域と国の規制に基づくデロイトの分析

空運・海運セクターに対する既存の政策（必ずしも拘束力があるわけではない）

空運セクターに対する既存の政策（必ずしも拘束力があるわけではない）

凡例

空運・海運セクターに対する強力な政策

空運セクターに対する強力な政策

「第一歩として、本質的に国際的な空運・海運セクター
を世界規模で取り込むためには、世界的に調和のとれた
規制や認証の枠組みが不可欠である」
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合成燃料の製造プロセスはまだ大規模に展開されておらず、クリーン
な水素および、炭化水素の場合は持続可能なCO2の利用可能性に依
存している。電気分解による水素製造は技術的成熟度が高く、大きな
可能性を秘めているが、貯蔵と輸送に関連する課題が、広範な導入と
拡大を妨げている6。CO2のポイント回収は長い間産業規模で展開さ
れてきたが、特にDACなどの他の炭素除去技術は初期の開発段階に
あるため大きな不確実性を抱えており、その結果、持続可能なCO2の
十分な供給を確保できるかには疑問が残る。このように合成燃料製造
の技術的成熟度には幅があるため、全ての合成燃料が既存のエンジ
ンでの使用に対して認証されているわけではない。

認証取得には何年もかかるため、未認証の合成燃料に対しては投資
家も潜在的なオフテイカーもコミットメントを先送りする可能性がある。
また、アンモニアやe-メタノールなどの一部の合成燃料については、
特に船舶におけるエンジンなど、対応する下流技術もまた開発初期段
階にあるため、不確実性を増幅させている（図7）。そのため、海運と
空運のバリューチェーン全体に重大な技術的リスク（業績不振、コスト
超過、建設遅延など）が生じ、財務コストが増大し、投資決定が遅れ
る可能性がある62。さらに、アンモニアやe-メタノールなどのドロップ
イン特性を持たない燃料の場合、燃料供給、インフラ開発、適合エン
ジン技術の間の相互依存的な導入スケジュール（「鶏が先か卵が先か」
の3重のジレンマ）が、既存の課題をさらに悪化させ、関連するリスク
プレミアムが上昇する。

図7. 空運・海運における脱炭素化に向けた様々な技術の技術成熟度（TRL）

カテゴリ サブカテゴリ 主なソリューション TRL 説明

燃料製造
合成燃料 
製造

e-ケロシン製造 6 フィッシャー・トロプシュ合成（H2とCO2を使用）により製造

e-メタノール製造 7 H2とCO2を使用して製造

アンモニア製造 8 ハーバー・ボッシュ法（H2と窒素を使用）により製造

原料

H2製造 電気分解 9 グリーン水素：再生可能エネルギーを利用した電気分解

CO2回収

固体直接空気回収 7 固体吸収材を用いた直接空気回収（低温）

液体直接空気回収 6 水溶液を用いた直接空気回収（高温）

持続可能な生物起源CO2 11 ポイント回収（高濃度源）による持続可能なCO2

エンジン
技術

空運

電動航空機 5 バッテリー電動航空機・ハイブリッド電動航空機

水素を燃料とする航空機 5 燃料電池または直接水素燃焼

ケロシンを燃料とする航空機 11 商用エンジン

海運

水素燃料船 4-5 水素を燃料とする燃焼エンジン

アンモニア燃料船 6 アンモニアを燃料とする燃焼エンジン

メタノール燃料船 9 液化メタノールを燃料とする燃焼エンジン

バイオガス燃料船 9-10 液化バイオガスを燃料とする燃焼エンジン

電動船 8 船内バッテリーによる電動船

出所：IEA Clean Technology Database63に基づくデロイトの分析

3.1 克服されていない重要な技術的障壁
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合成燃料製造のための持続可能な 
CO2調達
合成ケロシンおよびメタノールの製造には、大量の持続可能なCO2が
必要であり、そのCO2の供給源はこれらの燃料の総コストの重要な部
分を占めるため、燃料の価格競争力に大きな影響を及ぼす39。しかし
ながら、課題は経済的なものだけではない。CO2の回収経路はこれら
の燃料とネットゼロ経済との適合性を確保するうえで極めて重要であ
るため、低コストで持続可能なCO2の利用可能性と地理的分布が決
め手となる。化石資源から回収されたCO2は、リサイクルされれば、
技術の拡大と必要なインフラの開発に利益をもたらしうる。ただしこの
CO2は炭素循環の中でカーボンニュートラルではないため、持続可能
な方法による合成燃料の製造に使用することはできない。したがって、
本調査では、生物起源CO2および直接空気回収により回収された
CO2に由来する合成燃料に焦点を当てる。これにより、ネットゼロの目
標に合わせたクローズドカーボンニュートラルサイクルの評価が可能
になる。

生物起源CO2とは、動物の消化や植物の呼吸など、自然で生物学的
なプロセスを通じて隔離される炭素を指す。生物起源CO2は自然界で
の炭素循環の一部であるため、大気中に放出されても人為的CO2の
排出量を増加させることにはならない。生物起源CO2のうち、主な2
つの供給源は、バイオエネルギーから回収されたCO2（例えば、特に
産業セクターや電力セクターにおけるバイオエネルギーの燃焼時）お
よびプロセスの副産物によるCO2の隔離である。現在、年間約
2MtCO2の生物起源CO2が隔離され、利用されているが、その90%
は副産物としてバイオエタノール設備から発生するものである39。バイ
オガスをバイオメタンに改良することによって生じる生物起源CO2も
有望な供給源ではあるが、現在のところわずかしかない状態が続いて
いる39。CO2がこれらのプロセスのほぼ唯一の副産物であり（副産物
中の濃度は99%）、その精製と回収にかかるコストが最小であること
を考えると、このような生物起源CO2はCO2の最も経済的な発生源
の1つである（1tCO2あたり約30米ドル）64。
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回収される生物起源CO2の合計

回収される
生物起源CO2

バイオエタノールまたはバイオガス 工業 バイオマス発電所

生物起源CO2の発生源

使用可能な
生物起源CO2

CO2ベース燃料が
空運・海運需要の
50％を占める場合

CO2ベース燃料が
空運・海運需要の
30％を占める場合

CO2ベース燃料が
空運・海運需要の
10％を占める場合

CO2需要の一部を
補うためにDACが必要

空運・海運に
おける

CO2需要
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図8. 2050年の空運・海運セクターの予想需要と比較したCO2原料の利用可能性

出所：様々な発生源から回収されるCO2に関して、IEAのネットゼロシナリオの数値 27および「World Energy Outlook 2023」66に基づいて 
実施したデロイトの分析

生物起源CO2のポテンシャルは世界中に遍在しており、中長期的な利
用可能性には大きな不確実性が伴う。さらに、生物起源CO2は、最も
排出削減が困難なセクターにおいて避けられないGHG排出を相殺す
るためのネガティブエミッションと65、炭素ベースの合成燃料製造の両
方に必要とされている。それにもかかわらず、利用可能な生物起源
CO2の量は、ネガティブエミッションと合成燃料製造の両方に必要な
水準をはるかに下回る状態が続いている。

図8は、利用可能な生物起源CO2量と、空運・海運におけるCO2貯
蔵および合成燃料の需要量を示している。生物起源CO2をめぐる競争
を考慮すると、空運・海運セクターで合成燃料の大幅な普及を達成す
るためには、特にDAC（直接空気回収）を含む、他の低炭素CO2の
供給源が必要になる可能性が高い。

生物起源CO2とは異なり、DACは理論的に低炭素CO2供給の可能性
が無限であり、補完的な供給オプションとなっている。しかし、DACは
まだ新興技術であり、現在のコストは1tCO2あたり1,000米ドルを超
えている67。長期的に大幅なコスト削減を行っても、生物起源CO2と
競合できるようになる可能性は低く、少なくとも5倍を超えるコストが
かかると予想される（コラム2参照）。したがって、DACについては、
生物起源CO2を補完するものとして、または生物起源CO2が利用でき
ない場合にのみ検討すべきである。
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DACの今後の開発を取り巻くコストの不確実性も、移行に関する将来
の見通しに影響を及ぼす。現在、e-メタノールは、アンモニアと比較し
て成熟度が高く、常温で保管できるため、海運にとって有望な合成燃
料の選択肢と考えられている。新たに建造中の船舶の10%近くはメタ
ノールを燃料として運航するように設計されているが、建造中または
運航中のアンモニア燃料船の数はごくわずかに留まっている75。

しかし、e-メタノール製造に使用されるCO2がDAC由来の場合には、
かなり高額になる（コラム3参照）。したがって、水素のコストのみに依
存し、不確実性の高いDAC技術開発の影響を受けにくいアンモニア
も海運セクターにとって有望な長期的燃料の選択肢である。

高コストシナリオ

低コストシナリオ

ベースラインシナリオ

D
A
C
由
来
の
C
O
2
コ
ス
ト︵
米
ド
ル
／
t
C
O
2
︶

学習率と技術改善が低い

学習率と技術改善が高い

直接空気回収コストの推移と不確実性（固体DAC）

出所：IEA70、IEAGHG73、TNO74のデータに基づくデロイトの分析

コラム2：直接空気回収によるCO2原料供給

大気から直接空気を回収する方法（DAC）は、合成燃料を製造す
るための低炭素CO2の有望な供給源である。これには無限の可能
性があり、プロセスに電力を供給するための十分な低炭素電力が
ある限り、工業施設から独立して設置できるからである。しかし、
DACはまだ新しい技術であり、大規模に展開するには依然として
かなりの技術開発が必要である。現在、30近くのDAC施設が稼
働しており、そのほとんどが米国、欧州、カナダにある。これらの
施設で2023年に回収されたCO2は合計で10ktに相当する68。

現在のDAC技術は、主にCarbon Engineering社が開発した液
体吸収材（液体DACまたはL-DAC）と、主にClimeworks社が
開発した固体吸収材（固体DACまたはS-DAC）の2つの方法に
依存している。それぞれに独特な特徴があり、主な違いの1つとし
て、L-DACはプロセスに必要な温度が最高で900°Cであるのに
対し、S-DACは120°C以下であるということが挙げられる69、70。
再生可能技術による低温熱供給は、高温熱供給と比較して多くの
供給可能性があることから、再生可能エネルギーが中心となって
いる低炭素エネルギーシステムにおいては、S-DACのほうが適し
ていると考えられる。したがって、本分析では、ヒートポンプによっ
て熱が供給されるS-DACの使用に焦点を当てる。

この技術はまだ発展途上で大規模なものではないため、コストと
開発には大きな不確実性を伴う71。この技術にかかる一夜費用（金
利抜き建設コスト）（CAPEX）の高さのほかに、主要なコストドラ
イバーの1つがエネルギーコストである。この技術については、大
気中のCO2濃度が生物起源の発生源または工業施設などの他の
発生源と比較して低い（0.04%）72ことを考慮すると、回収プロセ
スにおいて多くのエネルギーを必要とし、全体的な運転コスト
（OPEX）が高くなる。

これらの要素に関連する不確実性は大きいが、DAC由来の低炭素
CO2の供給コストは、規模の経済、技術革新、エネルギーコストの
低下により、今後数十年で低下することが予想される67。技術経済
の不確実性と地域差（主に電力コストと資本コストの差）の両方か
ら生じる予想コストの範囲を下図に示す。デロイトのシナリオでは、
DACの平均コストは、2030年1tCO2あたり約500米ドルから、
2050年までには1tCO2あたり300米ドル強まで低下すると予測
されている。最も楽観的なコスト低下シナリオにおいても、2050
年時点でのコストは1tCO2あたり200米ドルを上回り、これは
2050年における合成炭化水素コストの約3分の1から半分を占
めることになる（セクション3.2参照）。
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コラム3：e-メタノールかアンモニアか：主な競争要因は何か

長期的な気候目標を達成するためには、海運セクターの合成燃料
への移行は不可避であるが、将来の燃料ミックスの構成は大きな
不確実性があり、e-メタノールとアンモニアの両方が有力な選択
肢と考えられている。

近い将来、e-メタノールは、その技術的成熟度からアンモニアより
も早期に使用されるようになると想定される。メタノールは常温常
圧で保管できるため、既存のインフラやオペレーションプロセスへ
の改修が最小限で済む。海運におけるメタノールの広範な使用は
既に道が開かれている。メタノールの船舶燃料としての使用は
2020年に IMOで承認され、約20隻の船舶が既にメタノールを
燃料としており、120を超える港湾がそれに対応できる燃料補給イ
ンフラを提案している76。一方でアンモニアを海運で展開するには
複数の技術的障壁がある。アンモニアエンジンはまだ商用化され
ていないことに加え、アンモニア分子の毒性や低温要件が燃料補
給や保管における新たな課題となっている。

メタノール船は、環境的移行を管理するうえで、フリートの運航者
に高い柔軟性を提供する。化石由来のメタノールを船舶燃料とし
て使用する場合であっても、従来の船舶燃料と比較してGHG排出
量を削減するものであるため、この選択肢はe-メタノールが不足
する可能性に対してのリスク分散となる。また、船舶が化石燃料か
ら合成燃料へ徐々に移行する機会となるため、移行をより良く管理
することが可能になる。e-メタノールを燃料とする船舶への投資を
好む傾向は、現行の船舶受注記録から確認できる（下図参照）。船
主はメタノールのソリューションに優先的に投資しており、アンモニ
ア船26隻に対して240隻を超える発注が登録されている。この販
売数から、メタノールがアンモニアよりも短期的に有利であること
が確認できる。

造船業者はまた、オプション付きの船舶、すなわち代替燃料用に
容易に改造できるよう特別に設計された従来型エンジンを装備し
た船舶を商品化している。このカテゴリでは272隻の「アンモニア
対応」船が発注され、「メタノール対応」船の注文数（353隻）に
続いた 75。このことは、e-メタノールとアンモニアの中期的な競争
について、どちらのソリューションを支持するかについて業界のコ
ンセンサスが得られておらず、非常に不安定な状況であることを示
唆している。しかし長期的には、カーボンニュートラルなCO2を手
頃な価格で入手できるかどうかの懸念から、e-メタノールに関する
見通しは不透明である。

e-メタノールがアンモニアとの競争でコスト競争力を維持できる
のは、低コストの生物起源CO2から製造される場合のみであり、
供給源に制約があれば、アンモニアの展開が強く支持されること
になるだろう。下図は、投入されるCO2のコストに応じたe-メタ
ノールとアンモニアの相対コストを示している。

DAC由来のCO2に依存する場合、e-メタノールはアンモニアの2
倍を超える製造コストがかかる可能性がある。したがって、生物起
源CO2の利用可能性では化学物質や燃料の製造に予想される
CO2需要を満たすには不十分であると考えられ（図8）、海運にお
けるe-メタノールの可能性は依然として限定的である。

e-メタノールの取り扱いに関連する技術的な制約はアンモニアよ
り少ない。そのため、メタノール船への投資とオペレーションにか
かるコストはアンモニアベースの選択肢よりもやや低い水準にある。
しかし、コスト差は非常に大きく、DAC由来のe-メタノールは、総
所有コストの枠組みの中で評価した場合でも、アンモニアよりもか
なり高額になる39。

濃縮されたCO2源 工業回収 直接空気回収

CO2投入コスト
（米ドル/tCO2）

コスト
パリティ

メタノールのほうが安価

アンモニアのほうが安価

メタノールとアンモニアのコスト差

出所：HyPEの結果に基づくデロイトの分析

出所：Clarksons Research社の調査 75に基づくデロイトの分析

現行の受注記録における水素ベース代替燃料船（2024年7月現在）

運航開始時から代替燃料で運航する船舶

メタノール アンモニア 水素

2926

242

従来型燃料で運航するが、 
当該代替燃料に容易に転換可能な船舶

メタノール
対応

アンモニア
対応

水素対応

353

272

13
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合成燃料製造のエネルギーへの影響
合成燃料は非常に大量の一次エネルギー投入量を必要とする。水素
製造、燃料合成、DACはいずれもエネルギー集約度の高いプロセスで
あり、合成燃料製造には、製造される燃料の最終エネルギー含有量の
1.9倍から2.7倍に相当する一次電力投入が必要である（図9（a））。
合成燃料が空運・海運セクターにとって脱炭素化を実行できる選択肢
となるにつれ、クリーン電力供給能力の拡大が必要となる。しかし、広
範な電化がエネルギー転換の主要な部分であることを考えると、ネッ
トゼロの将来において大幅に増加すると予想されるクリーン電力需要
全体のうち、合成燃料は対応可能な割合に収まる（最大13%）と予想
される（図9（b））。

(a) エネルギー生産量に対する一次エネルギー投入量

化石燃料 アンモニア e-メタノール e-ケロシン 2030年 2040年

約
10%

約
13%

：ネットゼロシナリオにおける
  低炭素電力の総発電量の割合

2050年

(b) 合成燃料製造に必要な電力量
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図9. 合成燃料製造に必要なエネルギー（2030年・2040年・2050年）

出所：デンマークエネルギー庁 77、Global CCS Institute78、IEA27に基づくデロイトの分析。この範囲は、生物起源CO2による製造と 
DAC由来CO2による製造のエネルギー強度の差に相当する。総電力需要は、セクション2.3で説明したデロイトの見通しに基づいている。

「合成燃料の脱炭素化のポテンシャルを引き出すには、再生可能
エネルギーの発電容量の大幅な拡大が不可欠であり、2050年
までに発電量を年間1万TWhに引き上げる必要がある。これは
現在の世界の再生可能エネルギー発電量を上回り、過去20年
間の進歩を凌ぐものである」

合成燃料の製造を拡大するうえでのインフラ面の課題は、発電能力の
拡大にとどまらない。e-ケロシンは既存のインフラを通じて貯蔵、輸送、
燃料供給を行うことができるが、合成燃料を導入するには、水素の製
造と流通、CO2の回収と輸送、e-メタノールとアンモニアの貯蔵と燃
料供給施設の新設など、総合的なインフラ整備が同時に必要となる。
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e-ケロシン
2030年

(a)合成燃料の製造コストには幅がある (b) 燃料によってはCO2供給源による影響を受ける (c) 地域差による影響もある 
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(a)合成燃料の製造コストには幅がある (b) 燃料によってはCO2供給源による影響を受ける (c) 地域差による影響もある 
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図10. 合成燃料の製造コストの差（技術別・地域別・年度別）

出所：技術経済モデルおよびHyPEの結果に基づくデロイトの分析

3.2 合成燃料のコスト高への対応
燃料コストは、空運においても海運においても主要なコスト構成要素
であるため、合成燃料のコスト競争力はその普及を妨げる大きな障壁
となっている（図10（a））。アンモニア製造は原料として水素のみを必
要とするため、そのコストのほとんどは水素の製造コストにより決まる。
一方で、e-メタノールやe-ケロシンなどの合成炭化水素はCO2を必
要とし、そのコストは低炭素CO2の供給源の影響を非常に受けやすい。
生物起源CO2の代わりにDAC由来のCO2を使用すると、e-メタノー
ルの製造コストが45%、e-ケロシンの製造コストが44%上昇する可
能性がある（図10（b））。

資源は世界中で均等に分布しているものではなく、天然資源（クリー
ン水素、生物起源CO2など）の利用可能性、技術コスト、資金調達条
件の地域差がコストの差につながっている（図10（c））。特に、主要な
コストドライバーの1つであるグリーン水素のLCOH*は、低炭素電力
供給のコストと利用共有可能性（つまり、再生可能エネルギーの源の
質）に大きく左右される。そのため、合成燃料の製造コストは地域によっ
て大きく異なる。ただし、更なる知見の蓄積、技術開発、規模の経済に
より、合成燃料の主なコストドライバーは今後数十年で大幅に低下し、
競争力が高まると予想される。

* LCOH：Levelized cost of Green Hydrogen
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合成燃料は従来の化石燃料に比べて著しく高額である。地理的要因と
CO2の供給源にもよるが、合成燃料の製造には、空運と海運の両方で、
化石燃料の平均価格の2倍から10倍のコストがかかる可能性がある
（図11左側）。合成燃料のコスト低下が予想されてはいるものの、大
規模な政策介入がなければ、この価格差は長期的にみても持続する
可能性が高い。

化石燃料の価格に炭素価格の要素が加わることにより79、海運セク
ターにおいてのみ、2045年以降に初めて合成燃料の製造コストが化
石燃料の価格と交差する（図11中央）。炭素価格から得られた収入を
合成燃料の製造補助に充てるといった支援的な仕組みを導入すること
で、合成燃料の製造コストは時間の経過とともに低下し、かつ安定化
すると考えらえる。

短期的（コスト格差が最も大きくなる期間）には、炭素収入は限られ
た数の合成燃料プロジェクトに集中するだろう。逆に、長期的にみれば、
炭素価格は上昇するが、化石燃料の使用が減少するため、炭素価格
が適用される排出量は少なくなる。このような支援制度はコスト格差
を減らし、合成燃料への移行を加速させるだろう。一部のケースにお
いては、早ければ海運では2035年、空運では2045年にコスト競争
力を達成できる可能性がある（図11右側）。しかし、低コストのCO2

原料の入手可能性が限られていることと、クリーン水素と持続可能な
CO2の両方をめぐるセクター間の競争により、合成燃料供給の大部分
（特にe-ケロシンとe-メタノール）は、長期的にみても従来の化石燃
料よりも高額な状態が続くであろう。

(a) 空運の燃料価格

炭素税あり 炭素税と再配分あり炭素税なし

e-ケロシンの価格帯
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補助金として再配分されるため、
合成燃料価格が下がる
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が化石燃料の価格を押し上げる

炭素税による税収がクリーン燃料製造の
補助金として再配分されるため、
合成燃料価格が下がる

生物起源CO2のe-ケロシン 化石由来のケロシン価格

e-メタノールの価格帯 DAC由来のe-メタノール 生物起源CO2のe-メタノール アンモニア  重質燃料油の価格
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(b) 海運の燃料価格

炭素税あり 炭素税と再配分あり炭素税なし

図11. 海運と空運における化石燃料と合成燃料にかかる燃料コスト差の経時的変化

出所：技術経済モデルとHyPEの結果に基づくデロイトの分析。化石燃料の価格帯は IEAのデータ39に基づいており、原油価格のトレンドはネッ
トゼロシナリオと公表政策シナリオに基づいている66。炭素税：IEAのネットゼロシナリオに沿って、2030年の25米ドル／tCO2から2050年
には250米ドル／tCO2まで直線的に上昇する。合成燃料の価格は米国のモデルコストに基づいている。
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合成燃料の製造には、化石燃料と比較して、追加的な投資コストが必
要であるが、その規模は限定的である。空運・海運業界向けに16EJ
の低炭素燃料を製造するサプライチェーンを構築するには、変換プラン
トに加えて、容量2,500GWの風力発電と太陽光発電、2,000GWの
水電解装置、700MtのカーボンニュートラルなCO2の開発が必要と
なる。合計すると、2050年までに必要となる投資総額は3兆2,000
億米ドルに達する。この投資ニーズは年間で1,300億米ドル未満であ
り、ひとたび化石燃料業界と同じ供給量になれば、現在の航空燃料・
海上輸送燃料に対する支出と同程度になり80、化石燃料業界への現
在の投資（2024年には1兆1,000億米ドルと見込まれている81）のご
く一部にとどまる。

海運会社や航空会社の利益率が限られていることを考えると、低炭素
燃料への切り替えにかかる追加コストは最終消費者に転嫁される可能
性が高い。それにもかかわらず、空運・海運セクターにおける合成燃
料導入が与える影響には大きなばらつきがある（図12）。燃料費は、
航空旅行運賃の重要な部分を占め、航空券価格の約25%から30%
を占めている82。

化石由来のケロシンをe-ケロシンに35米ドル／GJで置き換えると83、
ロンドンからニューヨークまでの7時間の飛行コストは150米ドル以
上増加する可能性がある84。もしe-ケロシン製造のためのCO2が
DAC由来であれば、コスト増は2倍以上となり、航空券の代金に約
380米ドルが加算されることになる。ただし、合成燃料の導入は非常
に緩やかであり、継続的な製造コストの低下が同時に起こると予想さ
れる。これは、短期的にも長期的にも、消費者と航空会社への経済的
影響を緩和するのに役立つだろう。対照的に、海運セクターでは、海上
輸送される商品の最終価格のうち輸送コストが占める割合が小さい
ため、最終消費者は燃料価格変動の影響をほとんど受けない。した
がって、アンモニアやe-メタノールへの切り替えによるコスト増は、最
終消費者にとっては目立つものでない。例えば、タイから米国への米1
キログラムの輸送コストは約3.5米セントであるが 85、たとえ燃料を従
来の2倍の価格のものに転換したとしても、追加コストの上昇幅は1%
未満である。（図12）。まとめると、運輸セクター間で影響は大きく異
なり、海運セクターは空運セクターと比較してコスト上昇分を最終消
費者に転嫁しやすいということになる。

図12. 空運・海運において合成燃料に切り替えることによる輸送コストおよび最終製品への影響
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ロンドンからニューヨークへのフライト タイから米国への米1kgの海上輸送

出所：HyPEモデルに基づくデロイトの分析。モデル化された合成燃料のコストは、米国における2040年の平均製造コストに相当する。
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最も有利な生産拠点は必ずしも需要拠点の近くにあるとは限らない。
合成燃料の輸送コストは製造コストに比べて低いため、世界規模の貿
易によってコストを削減し、地域間の不均衡を緩和することができる6。
北米や南米のように、再生可能エネルギー源や生物起源CO2が豊富
な地域は、合成燃料、特に最終製品の価値が高く輸送コストが低いe-
ケロシンの主要製造国になるのに有利な立場にある（図13）。これら
の地域のCO2のポテンシャルの大きさは、当該燃料の製造において競
争上の優位性をもたらす。

一方、北アフリカやサハラ以南アフリカのように、再生可能エネルギー
は豊富であるものの生物起源CO2が限られている地域は、CO2成分
を含まない合成燃料として、アンモニアの製造と輸出に主に焦点を当
てることが最も適している。このような地域では生物起源CO2が不足
しているため、炭素ベースの合成燃料の輸出には制約がある。それで
も、その優れた再生可能資源により、自国をアンモニアの主要輸出国
として位置づけることができる。

国内消費に占める
純輸出の割合（％）

地域の生物起源CO2の
ポテンシャルが
国内需要を上回る(1)

e-メタノールまたは
e-ケロシン

アンモニアまたは
水素(2)

輸入国 自国生産

南米

北米

欧州

北アフリカ
中東

オーストラリア

サハラ以南
アフリカ

インド

中国

その他
アジア

日本・
韓国

輸出国

燃料タイプ貿易の流れ

図13. 2050年における最終用途分子別水素誘導体の貿易に関するグローバルマップ

（1）生物起源CO2の利用可能性は、地域レベルで評価される。
（2） アンモニアは、水素を長距離輸送するためのキャリアとして使用することができる。北アフリカから欧州への水素の2番目の矢印は、 

パイプラインで輸送される純水素である。
出所：HyPEモデルの結果に基づくデロイトの分析

3.3 需要と供給をつなぐ貿易の役割
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インフラの利用可能性は、合成燃料の貿易に関するキードライ
バーである。中東は、生物起源CO2の大きなポテンシャルがな
いにもかかわらず、e-メタノール輸出の最有力候補として浮上し
ている。これは、既存の輸出インフラに支えられ、低炭素水素の
豊富なポテンシャルと、DACを展開する経済的能力を兼ね備え
ているためである。この地域は欧州のような主要な需要拠点に
地理的に近いという利点を生かし、e-メタノールを輸出するのに
有利な位置にある。e-メタノールはe-ケロシンより輸送コスト
は高いが、短距離輸送では依然として経済的に実行可能な選択
肢である。ヨーロッパ、日本、韓国など、需要拠点となる可能性
の高い他の地域とは異なり、中国とインドには再生可能エネル
ギーの大きなポテンシャルがある。それにもかかわらず、十分な
生物起源CO2がないため、輸入と輸出の両方を行う可能性が
高い。すなわち、大量のe-メタノールとe-ケロシンを輸入し、ア
ンモニアと水素を輸出することで、バランスのとれたほぼ自立可
能なエネルギー経済を達成することになるだろう。

合成燃料の戦略的な国際貿易は、地域の特性や資源保有量、イ
ンフラの利用可能性、経済力によって推進され、需要と供給のバ
ランスをとるうえで極めて重要である。この複雑な貿易ネット
ワークによって、地域の不均衡を緩和するだけでなく、資源配分
を最適化することによって全体的な経済効率を高めることもでき
るのである。

世界がネットゼロの未来に向かう
なかで、合成燃料の国際貿易は、
全ての参加国にとって、エネルギー
安全保障、経済的な実行可能性、
環境の持続可能性を確保するうえ
で極めて重要になるだろう。
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4. 行動の必要性
空運・海運の脱炭素化には大量の合成燃料製造が必
要であり、デロイトの見通しでは、2030年までに
1.6EJ、2050年までに16EJ近くに達する。後者の数
値は、150Mt以上のクリーン水素と、700MtCO2近
いDAC由来および生物起源CO2に相当する。加えて、
水素製造、燃料合成、直接空気回収を合わせると、使
用する低炭素CO2の供給源にもよるが、2050年まで
に9,000TWhから10,000TWhのクリーン電力供給
（2023年の世界総発電量の3分の1）が必要となる。

このような水準のクリーン電力供給を達成することは
大きな課題であり、現在の世界の再生可能エネルギー
電力供給を1,000TWh超上回っている86。したがって、
合成燃料の脱炭素化のポテンシャルを引き出すために
は、過去20年の進歩を上回るような再生可能エネル
ギー電力容量の大幅拡大が不可欠である86。
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図14. 空運・海運の脱炭素化―ニーズと手段の概要

出所：前セクションまでの所見に基づくデロイトによる総括

4.1 低炭素燃料の普及に向けた今後の課題
現在、空運と海運は主に化石燃料に依存している。合成燃料が脱炭素
化の鍵を握っているが、技術準備レベルが比較的低く、製造コストも高
いため、急速な普及が妨げられている。空運に関しては、既存のインフ
ラや航空機技術はe-ケロシンにほぼ適応可能だが、その製造はまだ
初期段階にある（図14（a））。逆に、アンモニアとe-メタノールはより
成熟していると考えられるが、燃料供給のインフラストラクチャと同様
に、新しい燃料補給技術とエンジン技術の開発が必要である（図14
（b））。

こうした本来国際的なセクターが効果的に脱炭素化を進めていくため
には、地域や国の政策だけでなく、世界的に調和のとれた規制の枠組
みが不可欠である。つまるところ、現在の化石燃料中心の空運・海運
セクターからの移行には、政策立案者、国際機関、燃料供給業者、製
造業者、港湾・空港当局、航空会社、海運会社など、これらのセクター
に関わる全てのステークホルダーによる協調的で意欲的な取り組みが
必要なのである。
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政策立案による地域市場創生の基盤構築
政策立案者は低炭素燃料への効果的な移行のための条件、規制環境、
継続的な推進力を創出するうえで中心的な役割を果たす。エネルギー
および気候に関する戦略やセクター別ロードマップなどの明確な戦略
を策定し、産業界が必要としている可視性を提供することで、投資に
伴う不確実性やリスクに対処できるようにすべきである。割当量や混合
義務などの有効な規制手段を実施することによって、これらの燃料の
オフテイクと漸進的な規模拡大を開始することができ、サプライチェー
ンの全ての関係者を動員して、化石燃料よりもコストのかかる行動を
長期にわたってとらせることができる。経済面では、義務や割当量がオ
フテイクの導入に不可欠である一方で、長期的には政策立案者が税金
と支援制度を導入することでコストギャップを埋めることが可能である。
これらの対策だけはコストギャップを完全に克服するには十分ではな
い可能性があるため、追加的なメカニズム（化石燃料の価格設定など）
を導入し、その収益を低炭素燃料に振り向けることで、合成燃料の化
石燃料との収支均衡を早期に達成することができるだろう。

世界市場を創造するための共通ルールの 
確立

業界団体や関連機関などの国際組織は、世界中で調整された、カーボ
ンニュートラルへの移行を可能にするための共通規則や基準を定義す
るうえで中心的役割を果たしている。強固な認証制度は、信頼できる
持続可能性の保証を提供することにより、低炭素燃料のバリューチェー
ン全体にわたる価値創造に役立つ。合成燃料のカーボンフットプリント
は、製造経路や地域によって大きく異なる可能性があるため、タクソノ
ミー、定義、カーボンプライシングの慣行など、ルールセットや目標を
世界中で統一することにより、カーボンリーケージや裁定取引の機会
を回避することができるであろう87。例えば、持続可能な燃料の定義を
世界的に統一することで、海運における環境規制が、企業がコスト最
小化戦略の一環として実施してきた「便宜置籍」88によって弱体化され
てきた歴史的にみられるような規制の乱用防止に役立つであろう89。

持続可能な原料の積極的確保

空運セクターの脱炭素化は、ドロップイン燃料の選択肢であるSAFに
依存するが、海運セクターでは主にアンモニアとe-メタノールを使用す
る。これらの燃料は初期の開発段階にあり、サプライチェーンが複雑な
ため、供給にはかなりのリードタイムがかかる。
燃料供給者は新たなサプライチェーンをゼロから構築することになり、
また戦略的拠点に早期に投資し、上流のサプライチェーン関係者と
パートナーシップを締結することで、低コストのクリーン水素とCO2原
料を確保する必要がある。

4.2 進むべき道
技術的不確実性および市場の不確実性は重大なリスクを伴い、製造お
よび輸送の設備の資金調達コストを増大させ、その開発を妨げる。長
期的なオフテイク契約や様々な保証方法（業績、収益など）などのリ
スク軽減措置により、こうしたリスクの一部を軽減し、投資を可能にし、
資金調達コストを削減することができるであろう。最後に、合成燃料サ
プライチェーンの構築段階では、バイオ燃料の混合は技術のスケール
アップと必要なインフラの開発に役立ち、空運・海運の混合燃料にお
いて合成燃料が徐々に増加することで、脱炭素化目標の達成に寄与す
るであろう。

適切なインフラと適応した推進技術

港湾当局および空港は、必要な燃料補給インフラを整備する責任があ
るため、空運・海運における合成燃料の導入を可能にする主要な要
因である。現在の空港インフラは既に最小限の調整で利用可能だが、
港湾インフラを低炭素燃料に適応させるには、より大きな課題がある。
港湾局は、どの燃料をいつ、どのくらい供給するかを慎重に検討すべき
であろう。また、従来の化石燃料船の継続的な燃料補給をサポート可
能なマルチ燃料インフラを開発する必要がある一方で、進歩的な海運
会社がe-メタノールやアンモニアを燃料とする船舶に燃料を補給でき
るようにする必要もある。

航空機製造業者および造船業者は、低炭素燃料で運航する船舶と航
空機の利用可能性を確保すべきである。空運セクターでは、航空機エ
ンジンが合成燃料とバイオ燃料を高配合した燃料に適合するようにす
る必要がある。しかし、造船会社にとってはこれまで船舶燃料として使
用されてこなかったe-メタノールやアンモニアに対応する船舶を開発
する必要があるため、移行はより複雑なものとなる。座礁資産のリス
クを軽減するために、航空会社および海運会社は移行要件を満たすよ
う積極的に自社のフリートを適応させる必要がある。例えば、「デュア
ル燃料」または「合成燃料対応」船舶は、化石燃料と低炭素燃料の両
方で運航する柔軟性を提供することにより、または後の段階で低炭素
燃料への移行を可能にすることにより、適切な選択肢となり得る。さら
に、利用可能な持続可能CO2とクリーン水素原料が世界中に偏在して
いることから、固定の港を持つ大規模な海運会社は、燃料調達戦略に
おいて地理的特性を考慮することができる。
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容易に成果を出せる効率化対策
長期的には、気候目標を達成する唯一の方法は、化石燃料から低炭
素燃料に移行することである1、27。しかし、必要な技術はまだ完全に
は成熟しておらず、緊急に気候変動に対処するには、迅速な脱炭素化
が必要である。効率性の向上により、運航面でも技術面でも、燃料消
費を大幅に抑制し、関連するオペレーションコストを削減（競争力の維
持）、GHG排出量も削減することができる。航空会社や海運会社は、
航路の最適化、速度制御、物流の最適化など、最小限の先行投資で済
む運航効率化対策に投資することで、このクイックウィンを達成するこ
とができるであろう。排出量の削減に加えて、このような対策によって
高額な合成燃料の消費を削減することにより、長期的にみても競争力
を維持することができる。

空気力学的・流体力学的な設計の強化、モータリゼーション技術の効
率化、車両の軽量化による技術効率の向上には、航空機および船舶の
技術に先行投資することが必要である。そのためには、航空機製造業
者および造船業者が研究開発やイノベーションに投資し、将来の混合
燃料に効率的に適応させるように設計を適応させることが求められる。

戦略的意思決定と革新的ビジネスモデルによる協調
的行動

航空会社と海運会社は、輸送機関の製造業者と燃料供給業者（上流）、
港湾と空港（中流）、消費者（下流）を互いに結びつけ、全てのステー
クホルダーをつなぐという点で中心的な役割を果たしている。また航
空会社と海運会社は、持続可能な商業サービスの導入を通じてバ
リューチェーン全体の変化を刺激するうえで重要な役割を果たしてい
る。空運・海運における「鶏が先か卵が先か」の3重（上流、中流、下
流）の問題に対処するには、エコシステム全体にわたって協調的行動
をとることが必要である。これには、燃料供給業者とその他の上流の
原料製造業者と加工業者、航空機製造業者と造船業者、空港と港湾
当局、航空会社と海運会社の間の戦略的パートナーシップと、最終顧
客の関与が必要となる。

合成燃料の導入を含め、空運と海運の脱炭素化は、技術的、経済的、
財政的に途方もなく大きな課題であり、全てのステークホルダーの一
致団結した取り組みを必要とする。この壮大な挑戦は、複雑ではある
が、的を絞った政策立案と主要関係者間の協調的行動を通じて達成
可能である。このような協力関係によって、世界的な脱炭素化を支援し、
公正な移行を促進し、経済発展を促進するクリーンで持続可能な未来
への道を開くことができる。これは特に、重要な再生可能エネルギー
資源の恩恵を広く受けているものの必要な低コスト資本へのアクセス
が不足していることが多い「グローバルサウス」に当てはまる62。これは、
今後何世代にもわたって、回復力があり繁栄する低炭素経済の創出を
可能にする一助となるだろう。

合成燃料の導入を含め、空運
と海運の脱炭素化は、技術的、
経済的、財政的に途方もなく
大きな課題であり、全てのス
テークホルダーの一致団結し
た取り組みを必要とする。この
ような協力関係によって、世界
的な脱炭素化を支援し、公正
な移行を促進し、経済発展を
促進するクリーンで持続可能
な未来への道を開くことがで
きる。
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付録

HyPE（Hydrogen Pathway Explorer）は、水素および水素ベース
の合成燃料の供給と取引の最適化に関するデロイトのグローバルモデ
ルである。このモデルは、水素とその派生物である合成燃料（e-メタ
ノール、アンモニア、e-ケロシン）の需要と供給のバランスをポイント
トゥポイントでとり、2025年から2050年までの異なる地域間の輸送
を最適化するための費用対効果の高い経路を見出すものである。した
がって、その洞察は合成燃料の将来の展望として使用することができ
る。HyPEモデルの詳細については、クリーン水素に関するデロイトの
最新の見通し6、および関連する科学出版物を参照されたい25。

本調査では、EUにおける低炭素水素規制の影響に関するデロイトの
最新の出版物を含む、前述の調査で使用されたHyPEモデルのデータ90

を、水素とその派生物の需要データ、検討された技術の基準建設費用、
合成燃料製造用のCO2と電力の調達コストに若干の修正を加えて検
討する。図15は、Hypeによるモデリングの実施において入力データ
として使用される更新されたコスト値をまとめたものである。

水素開発の動向と最新の公表および見通しを受けて、需要値は2023
年の世界クリーン水素見通しの調査に照らして下方修正された。本調
査で用いたデロイトによる2024年のシナリオでは、産業セクターにお
ける純水素の需要は2030年に89Mt、2050年には189Mtに達す
る。電力セクターでは、2030年までに13MtH2eq、2050年までに
62MtH2eqに達する。また、空運・海運セクターにおける需要の軌跡
の再計算によると、合成燃料の需要は2030年までに75MtH2eq、
2050年までに154MtH2eqに達すると予測されている。全体として、
クリーン水素とその派生物の世界的需要は、2030年までには
130MtH2eqに、2050年までには480MtH2eqに減少する（デロイトの
2023年世界クリーン水素見通しでは、2030年までには170MtH2eq

に、2050年までには598MtH2eqと予測されていた）6。

図15. 技術コストデータの更新

技術コスト 単位 2030年 2050年

アルカリ性電解槽 CAPEX* 米ドル／kWe 620 – 96091 400 – 68077

風力タービン CAPEX* 米ドル／kW 1050 – 135092 1000 – 125092

太陽光発電 CAPEX* 米ドル／kW 400 – 75093 300- 55093

変換コスト

アンモニア合成

CAPEX 米ドル／[tNH3／年 ] 87877 55177

固定OPEX 米ドル／[tNH3／年 ] 2677 1777

変動OPEX 米ドル／[tNH3] 0.177 0.177

e-ケロシン合成

CAPEX 米ドル／[tC12H26／年 ] 232594 136994

固定OPEX 米ドル／[tC12H26／年 ] 9394 5594

変動OPEX 米ドル／tC12H26 3094 3094

e-メタノール合成
CAPEX 米ドル／[tCH3OH／年 ] 73977 59177

固定OPEX 米ドル／[tCH3OH／年 ] 2177 1877

CO2コスト

DAC

CAPEX
DACプラントのみ 米ドル／tCO2／年 58573 39873

固定OPEX
DACプラントのみ 米ドル／tCO2 2473 1873

生物起源CO2 回収の平準化コスト 米ドル／tCO2 3064 3064

出所：表に記載されたデータに基づくデロイトの分析
* これらのコストデータには地域差がある。コストデータの単位は全て米ドルである。

付録1：HyPEモデルの更新
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デロイトの見通しにおける空運・海運の効率性向上のモデリングには、
技術的な効率改善と運航効率改善の両方が含まれており、様々な排
出削減策の可能性の文献レビューと、フリート進化のモデリングに基
づいている。このシナリオは、かなり保守的なものになるよう意図され
ている。すなわち、TRLが最も低い技術を除外し、純利益がまだ不確
実な場合のポテンシャルの中央値を用いている。

空運では、効率性が異なる様々な世代の航空機がモデル化されている。
「前世代」とは、2015年より前に納入された航空機に相当する。現在
フリートの約70%を占める「前世代」は、2040年に最後の航空機が
引退するまで段階的に廃止されると想定されている。「次世代」とは、
現在のフリートの平均効率より16%高いと想定される今日の最高クラ
スの航空機に相当する。この種の新しい航空機は、2040年まで毎年
フリートに加わると想定される。その頃には、新規販売は全て「未来
世代」の航空機になっているだろう。この第三世代（未来世代）は
2035年頃に市場に投入される予定で、前世代よりも30%効率が向
上すると予想されている。デロイトの予測では、フリートの更新と新型
機の統合により、フリートの構成は2050年までに60%が「未来世代」、
40%が「次世代」となる。

航空機の運航効率の向上については、ICCTの「変革」シナリオ95から
導き出されたもので、これにはペイロードとトラフィックの効率改善の
両方が含まれるが、編隊飛行は含まれない。

海運セクターでは、2025年以降に新たにフリートに加わる船舶は、現
在の平均的な船舶よりも20%効率が高いと想定されている。このかな
り控えめな仮定は、エネルギー効率設計指標要件 96に沿ったものであ
り、様々な技術評価 8、48、53と一致しており、まだパイロット段階以降に
進んでいない技術的ソリューションを開発することなく達成することが
できるものである97。海運セクターでは資産寿命が長いが、それはフ
リートへの展開が漸進的であることを意味する。そのような船舶は、
2030年にはフリートの約20%、2040年には57%、2050年には
93%を占めるであろう。

海運セクターにおける運航効率性向上のポテンシャルは、合わせて
2050年までに19%の燃料消費を削減できると推定されている54。海
運セクターでの運航効率向上には、主にデジタル化ソリューションの導
入など、限られた投資しか必要としない。したがって、デロイトのシナ
リオでは、2040年までに80%の運航上のエネルギー改善が達成され
ると想定している。

付録2：空運・海運の効率改善の算定
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バイオエネルギーを利用するためのバイオマス原料の潜在的供給量に
ついては、幅広い推定値がある。この値は様々な仮定により異なる。
主要な計量化の仮定には、投入原料としての廃棄物と残留物の経済
的可能性、持続可能性要件の遵守、将来の食糧需要に関する不確実
性を考慮したエネルギー作物を対象とした土地配分の推定などが含ま
れる43、45。持続可能なバイオマスのポテンシャルは、様々な原料カテ
ゴリを考慮し、様々な調査から得られた値に基づいて計算されている。

a. まず、エネルギー作物から始める。これは主にバイオ燃料やバイオ
ガスの製造、発電のために栽培されているものであり、スイッチグラ
ス、ススキ、ヤナギ類やポプラの木など、バイオマス収量が高く成長
速度が速い植物が含まれる27。これらの作物は、食料セクターとの
競争を避けるため、汚染された土地や耕作限界地など、食料目的に
使用されていない土地で栽培されることが望ましい。エネルギー作
物のポテンシャルは、2050年までに7EJから700EJまでになると推
定され、本調査では平均値の109EJが考慮されている45。

b. 農作物原料については、生物多様性と水の利用可能性と水質に関
する積極的な持続可能性評価を確保しながら、食料の利用可能性
を制限したり、土地利用に重大な変化を引き起こしたりすることなく
製造が行われる必要がある45。IEAでは農作物原料のポテンシャル
の範囲を60EJから100EJまでと推定しており、OECDとFAOでは
2033年に約80EJになると推定している43、98。

c. 農業廃棄物には、トウモロコシ、穀物、米、サトウキビなどの主要作
物の収穫時に発生する副産物と、それらを工場で加工する際の残渣
が含まれる。農産業は、動物飼料のために、ある程度の資源を確保
し、土壌保護のために十分な残渣を維持することによって、バランス
を確保する必要がある。IEAによると、農業廃棄物のポテンシャルは、
2060年までに46EJから95EJの範囲になると推定されている43。

d. 木材伐採には持続可能な森林管理計画の範囲内で木質バイオマス
が含まれており、土壌の健全性を維持するために保護地域は除外さ
れている27。そのポテンシャルは、IEAによれば、2060年までに
15EJから30EJの間になると推定されている43。IRENAによれば、こ
のポテンシャルの範囲は、2050年までに5EJから95EJまでとなる45。

e. 都市廃棄物には、他に有用な用途はないが、収集・管理しなけれ
ばならない物質が含まれる。都市固形廃棄物（MSW）の生物起源
分画のような廃棄物を燃料または原料として利用することは、代替
の環境処理オプション（埋め立てに代わるもの）となる。IEAによれ
ば、都市廃棄物のポテンシャルは2060年に10EJから15EJの範囲
になると推定される43。

これらの値を合計して持続可能な原料の総利用可能量を算出した後、
バイオ燃料製造の可能性を導出するために他の要因を適用する。回収
率を一部の都市固形廃棄物、特に使用済み油に適用し、IRENAが行っ
た分析に基づいて平均回収率を26%と推定する45。その他の都市固
形廃棄物の約半分は有機性廃棄物であり、持続可能でバイオ燃料製
造に適していると想定されている27。

農業残渣や森林残留物などの他のカテゴリは、食料・製造・工業など
の他セクターとの競争にさらされている。農産物の約8%98、エネルギー
作物の約11%がバイオ燃料の製造に利用可能と推定されている43、94。

変換率とは、原料をバイオ燃料に変換する際のエネルギー損失を説明
するものである。都市廃棄物の変換は、ガス化／フィッシャー・トロプ
シュ（50%）と水素化処理エステル・脂肪酸（HEFA）の技術の組み合
わせに依存していると考えられ、それぞれの変換率は20%と90%と
なる。その他の作物は、50%のガス化／フィッシャー・トロプシュと
50%のATJ（Alcohol to Jet）技術の組み合わせに依存していると推
定され、それぞれ20%と13%のバイオ燃料を産出することとなる27。

付録3： バイオ燃料を供給するための持続可能な
原料の利用可能性に関する計算
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日本語訳版の刊行にあたって

1.	 https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/index.html
2.	 https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/e_fuel/index.html
3.	 https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/e_fuel/pdf/2023_chukan_torimatome.pdf
4.	 https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/carbon_recycle_rm/pdf/20230623_01.pdf
5.	 https://www.classnk.or.jp/hp/pdf/research/seminar/2024/seminar_005.pdf

本レポートは、デロイト グローバルが2024年に執筆したもので、空
運・海運における脱炭素化に向けた重要なエネルギー転換要素とし
ての合成燃料に関する見解を紹介したものである。

日本の政策動向
日本においては、2021年6月に2050年カーボンニュートラルに伴う
グリーン成長戦略 1において、2040年までの商用化目標が掲げられ、
達成に向けた取り組みとして、グリーンイノベーション基金等を通じた
効率的かつ大規模製造プロセスを確立するための技術開発が推進さ
れてきた。2022年9月には、合成燃料（e-fuel）の導入促進に向けた
官民協議会 2が設立され、2023年6月の中間とりまとめにおいて、当
初の目標を5年以上前倒しする「2030年代前半」を新たな目標 3とし
て掲げ、導入に向けた環境整備が進められている。本レポートの中で
言及される通り、合成燃料のサプライチェーン構築のためには、安価
な水素や持続可能性を有するCO2、再生可能エネルギーが調達できる
ような、海外拠点での事業化を先行させる必要がある。非資源国であ
る日本は、合成燃料分野においても、国家間及び事業者間の戦略的な
パートナーシップ締結が目指されている状況である。

合成燃料のエネルギートランジションにおける位置づけ
2050年までに温室効果ガス（GHG）排出量実質ゼロを目指すには、
化石燃料中心のエネルギーシステムから、効率的かつ再生可能なエネ
ルギーへの転換が進んだ、新しいエネルギーシステムへと、根本的に
社会を変えていく必要がある。しかし、特に空運・海運領域や、長距
離陸上輸送等の領域では、エネルギー密度の高い低炭素エネルギー
の利用が不可欠である。

短期的には、これらの目標達成にむけては、バイオ燃料が有力な選択
肢となる。これらバイオ燃料は、既存の燃焼エンジンや燃料インフラが
活用可能な為、今後の活用が期待されるエネルギー源である。しかし、
限られたバイオマス資源を求めて、激しいセクター間の競争が起きるこ
とは必須であり、加えて、バイオマス資源が豊富ではない日本にとって
は、グローバルサウスやその他アジア諸国との連携が重要だ。中長期
的には、今回取り上げている合成燃料が、産業領域や輸送領域におい
て、重要な選択肢となる。

原料となるCO2の調達
日本では、経済産業省が2023年6月に公表したカーボンリサイクル
ロードマップ 4において、合成燃料の原料となるCO2の調達について
は、火力発電所の脱炭素化や、素材産業・石油精製産業といった、電
化や水素化等で脱炭素化できず、CO2排出が避けられない分野を中
心とすることが期待されている。すなわち、CO2の中でもHard to 
Abate（排出削減が困難）セクターから排出される、産業由来のCO2

を新たな有価物に転換し、社会全体でGHG排出量を抑制することが
目指されている。

一方、本レポートでは、カーボンニュートラルとみなすため、主に生物
由来CO2と直接空気回収（DAC）から回収したCO2の活用を前提と
して執筆されている。空運や海運の脱炭素化を目指す際には、日本と
しては、産業由来CO2の回収・利用を推進し、削減効果を認めてくれ
るような国、機関、事業者との連携が不可欠となる。欧州の潮流とし
ては、本レポートで記載されているような生物由来CO2又は直接空気
回収（DAC）を想定している点を留意しつつ、日本国内の合成燃料導
入の在り方を検討していきたい。

CO2排出量のカウントルール
国際的な社会実装及び普及を進めるには、サプライチェーンの構築の
みならず、国際基準となる共通ルールの確立が必要だ。本レポートで
も示されるように、信頼性を担保しつつ、持続可能性を保証するため
には、強固な認証制度なくして、市場形成は進まない。越境輸送であ
ればなおさら、多国間でこうした認証ルールに関しても、共通認識を
形成する必要がある。

日本としては、CO2調達国とのGHG排出量の計上方法や関連する諸
制度を整理し、二国間で共通ルールを構築していく必要がある。空運・
海運と異なる産業領域において、適応されるルールが異なる可能性も
あり、留意が必要だ。例えば、国際海事機関（IMO）は、2024年3月
に船用燃焼ライフサイクルGHG強度ガイドラインを改正し、合成燃料
の船上燃焼によるCO2排出量はゼロとして扱うルールが整備 5されて
いる。

最後に
本レポートで記載されているように、CO2由来の合成燃料の普及は、
空運・海運における脱炭素化の鍵となることは間違いない。日本政府
や関連企業が連携し、新たなサプライチェーンを構築していくためには、
関係者間で共通認識をもち、合成燃料の位置づけや特徴を理解したう
えで、中長期的に市場を形成していく必要がある。

本レポートでも示されている通り、マルチ燃料の未来が想定されてい
る将来のエネルギーシステムにおいては、的を絞った政策支援と国際
的なバリューチェーンプレイヤー間の協調的な行動が不可欠である。
加えて、本レポートでも指摘されているように、特に海運分野において
は、今後、燃料供給に限らず様々な技術課題を解決していくことが重
要だ。特に空運、海運分野の脱炭素化や公正な移行に関心のある、
様々なステークホルダーの皆様にとって、有益な情報提供となってい
れば幸いである。
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Deloitte Center for 
Sustainable Progressに 
ついて
Deloitte Center for Sustainable Progress  （DCSP）は、パリ協定の目標達成に沿って、
適応と緩和の活動を推進し、レジリエンスを強化し、脱炭素化の道筋について情報を提供す
ることにより、課題に対処し、機会を特定することに重点を置いている。DCSPは著名なリー
ダーや革新的な思想家を集めることで効果的で画期的なソリューションを探求し、人類が直
面する重要な地球規模の課題に対して行動を起こせるよう協力している。クライアントを対象
としたサービスは提供していない。
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本誌はDeloitte Center for Sustainable Progress（DCSP）が2024年に発表した内容をもとに、デロイト 
トーマツ コンサルティング合同会社が翻訳したものです。なお、この翻訳文と原文に相違がある場合には、原文の
記載事項を優先します。

Vol.1 COVID-19：エネルギー業界への影響と今後の展望 
～コロナ危機がエネルギーの未来（Future of Energy）をどう変えるか？～

Vol.2 石油・ガス業界におけるエネルギー転換 
－石油・ガス企業は低炭素社会に向けて何をすべきか－

Vol.3 脱炭素化に向けた2030年までの課題 �エネルギーの未来� への道筋

Vol.4 石油メジャーによる脱炭素戦略 
～ネットゼロへの移行は存亡の危機か、変革のチャンスか～

Vol.5 実現可能な水素エコノミーを創造する�Future of Energy� の観点で

Vol.6 石油・ガス業界 アウトルック2022

Vol.7 石油・ガス業界 アウトルック2023

Vol.8 石油・ガス業界 アウトルック2024

Vol.9 二酸化炭素回収・貯留技術資金調達可能なビジネスモデルの模索

Vol.10 ビジネスモデルイノベーションを活用したクリーン水素エコノミーの促進

Vol.11 石油・ガス業界アウトルック2025

弊社ECMM（エネルギー、素材化学、鉄鋼領域）ユニット関連のwebページへは下記よりアクセスが可能です。

弊社ECMM（エネルギー、素材化学、鉄鋼領域）ユニットの紹介ページ
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/energy-and-resources/topics/energy-chemicals.html

弊社ECMM（エネルギー、素材化学、鉄鋼領域）ユニットの刊行物の紹介・DLページ
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/manufacturing/articles/pr/newsletter-quest.html

Quest バックナンバー　バックナンバー送付をご希望の方はご連絡ください。

Webページ
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IS/BCMSそれぞれの認証範囲はこちらをご覧ください
http://www.bsigroup.com/clientDirectory

デロイト トーマツ グループは、日本におけるデロイト アジア パシフィック リミテッドおよびデロイトネットワー
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トーマツ グループ合同会社を含む）の総称です。デロイト トーマツ グループは、日本で最大級のプロフェッショ
ナルグループのひとつであり、各法人がそれぞれの適用法令に従いプロフェッショナルサービスを提供していま
す。また、国内約30都市に2万人超の専門家を擁し、多国籍企業や主要な日本企業をクライアントとしてい
ます。詳細はデロイト トーマツ グループWebサイト、www.deloitte.com/jpをご覧ください。

Deloitte（デロイト）とは、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド（�DTTL�）、そのグローバルネットワーク組織
を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して �デロイトネットワーク�）のひとつまたは複数
を指します。DTTL（または �Deloitte Global�）ならびに各メンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的
に独立した別個の組織体であり、第三者に関して相互に義務を課しまたは拘束させることはありません。
DTTLおよびDTTLの各メンバーファームならびに関係法人は、自らの作為および不作為についてのみ責任を
負い、互いに他のファームまたは関係法人の作為および不作為について責任を負うものではありません。
DTTLはクライアントへのサービス提供を行いません。詳細は www.deloitte.com/jp/aboutをご覧ください。
デロイト アジア パシフィック リミテッドはDTTLのメンバーファームであり、保証有限責任会社です。デロイト 
アジア パシフィック リミテッドのメンバーおよびそれらの関係法人は、それぞれ法的に独立した別個の組織体
であり、アジア パシフィックにおける100を超える都市（オークランド、バンコク、北京、ベンガルール、ハノイ、
香港、ジャカルタ、クアラルンプール、マニラ、メルボルン、ムンバイ、ニューデリー、大阪、ソウル、上海、シン
ガポール、シドニー、台北、東京を含む）にてサービスを提供しています。

Deloitte（デロイト）は、最先端のプロフェッショナルサービスを、Fortune Global 500®の約9割の企業や
多数のプライベート（非公開）企業を含むクライアントに提供しています。デロイトは、資本市場に対する社会
的な信頼を高め、クライアントの変革と繁栄を促進することで、計測可能で継続性のある成果をもたらすプロ
フェッショナルの集団です。デロイトは、創設以来180年の歴史を有し、150を超える国・地域にわたって活
動を展開しています。 �Making an impact that matters� をパーパス（存在理由）として標榜するデロイト
の約46万人の人材の活動の詳細については、www.deloitte.comをご覧ください。

本資料は皆様への情報提供として一般的な情報を掲載するのみであり、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド 
(DTTL)、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して �デ
ロイトネットワーク�）が本資料をもって専門的な助言やサービスを提供するものではありません。皆様の財務
または事業に影響を与えるような意思決定または行動をされる前に、適切な専門家にご相談ください。本資
料における情報の正確性や完全性に関して、いかなる表明、保証または確約（明示・黙示を問いません）をす
るものではありません。またDTTL、そのメンバーファーム、関係法人、社員・職員または代理人のいずれも、
本資料に依拠した人に関係して直接または間接に発生したいかなる損失および損害に対して責任を負いませ
ん。DTTLならびに各メンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体です。

Member of
Deloitte Touche Tohmatsu Limited

© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社
ECMMユニット
〒100-8361 東京都千代田区丸の内3-2-3 丸の内二重橋ビルディング
Tel 03-5220-8600　Fax 03-5220-8601
www.deloitte.com/jp/dtc


